
公立大学法人下関市立大学個人情報保護法等施行規程 

令和５年３月２２日 

規 程 第 １ ９ 号 

（趣旨） 

第１条 この規程は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下

「法」という。）及び下関市個人情報保護法施行条例（令和４年条例第３５号。以下

「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規程において使用する用語は、法及び条例において使用する用語の例に

よる。 

（安全管理措置等） 

第３条 法、条例及び本規程に定めるもののほか、理事長は、法第３条に定める基本

理念に従い、その適正な取扱いを図るため安全管理措置等に係る要領を別に定める。 

（写しの交付に係る費用） 

第４条 法第８９条第７項の規定により法人が定める手数料の額は、無料とする。 

２ 法第８７条の規定による保有個人情報の写しの交付を受ける者は、別表に定める

当該交付に要する費用を負担しなければならない。 

（審査請求に関する手続） 

第５条 法人が法第１０５条第３項の規定により準用する同法第１項の審査請求を諮

問すべき行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第８１条第１項の機関は、条

例第８条第１項の下関市個人情報保護審査会とする。 

（運用状況の公表） 

第６条 法人は、条例第１２条の規定に基づき、法に基づく開示等の実施状況を公表

するものとする。 

（その他） 

第７条 この規程に定めるもののほか、法及び条例の施行について必要な事項は、別

に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、令和５年４月１日から施行する。 

（旧規程の廃止） 

２ 公立大学法人下関市立大学が管理する保有個人情報に係る下関市個人情報保護条

例の施行に関する規程（平成１９年規程第２１号）は、廃止する。 

  



 

別表（第４条関係） 

区分 料金 

１ 複写機（カラー複写機を除く。）による写しの交付（日本

産業規格Ａ列３番以下の大きさの用紙によるものに限る。） 

１枚につき１０円 

２ １以外の方法により保有個人情報を複写した物の交付 当該複写した物の

作成に要する費用 

 




